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1　は　じ　め　に

本報告は．岩手県雨水田地帯において，10〃当たり水稲

収量600匂以上，1次生産費10万円以下，労働時間30時間

以下，所得11トー125千円を目標とした大規模稲作経営の

実証により，水稲中型機械化一体系の規模限界，米生産費，

収益性，経営展開の方向等を明らかにしたものである。

2　調査農家の牡要

調査対象地区の和賀町旭岡・七折地区は和賀中部組合開

発事業により昭和42年以降急速に規模拡大が進んだ地区で

ある。

蓑1　経営概要

A農家は実証農家であり，B，C．D農家は比較対象農

家である。A農家は，現在2夫婦が就労し．基幹的従事者

4人，男子2人であり，水稲作付12．5れ転作牧草1．2厄，

雨よけピーマン10〟，ナメコ5000箱の構成である。水稲は

自作地12．5Juの他に耕起13．3Ju，代掻き12．日は，収穫調製

3．7厄を受託している（裏目。

3　稲作技術の概要

対象地域は開発地であり，透水性が不良な圃場が多いも

のの基盤は良く整備されており，30〃区画以上の圃場が全

面積の55％を占め，大区軋小分散の圃場条件である。

品種構成は，高収量で栽培が比較的容易なアキヒカリを

項　　　　 目
農　　　　　　　　　　　　　　 家

A　　　　　　　　　　　　 B　　　　　　　　　　　 C　　　　　　　　　　　 D

基幹 的従事者　 （人） 4　　　　　　　　　　　　 4　　　　　　　　　　　　 4　　　　　　　　　　　　 2

うち男子　 （人） 2　　　　　　　　　　　　 2　　　　　　　　　　　　 2　　　　　　　　　　　 1

水田面模　　　 （〃） 1，349　　　　　　　　　 761　　　　　　　　　 530　　　　　　　　　 253

うち転作面積　 （〃） 104　　　　　　　　　　　 31　　　　　　　　　　 50　　　　　　　　　　 12

水稲作付面積　 （β） 1，249　　　　　　　　　 730　　　　　　　　　 490　　　　　　　　　 24 1

主要転作作 目 牧草77 β　　　　　　　 小麦29 α　　　　 ハ ウス ピーマ ン 2 β　　 ハ ウス ピーマ ン6 β

普通畑作 目 ハ ウスピーマ ン10 α　　 ハ ウス ピーマ ン 8 4　　 ハ ウス ピーマ ン 1 β　　　　　 野菜 2 4

家畜飼養　　　 （頭） 繁殖牛 6 頭

菌茸 頬 ナメコ5000 箱　　　　　 ナ メコ800 箱　　　　　　 ナメコ1000箱

施　　　 肥 120

耕　　　 起 1．327　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 750

作警 託 代　 掻　田　 植 1．207　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 750

28

刈取 ・調整 368

排　　　 起 180

作 業委託　 代　　　 掻 180

（α）　 刈　　 取 180

乾燥 ・調整 180

トラクター 63匹 ・37匹　　　　　　　　 40匹　　　　　　　　 41匹

主　 要　 田　 植　 機 乗用 8 条　　　　　　 乗用 8 条　　　　　　 乗用 5 条　　　　　　　　　 4 条

農業機械　 コンバイ ン 4 条　　　　　　　　　 5 条　　　　　　　　　 3 条

乾　 燥　 機 42石 3 台　　　　　　　　 41石　　　　　　　　 32石

ー391－



東北農業研究　　第　40　号（1987）

裏2　生産費・収益性

項　　　　 目
農　　　　　　　　　　　　　 家 県　 平　 均

（農 水 省 米 生 産 費 調 査 ）A　　　　　　　　 B　　　　　　　　 C　　　　　　　　 D

作　 付　 面　 積 （〃） 1．2 4 5　　　　　　 7 3 0　　　　　　　 4 9 0　　　　　　 24 1 1 1 1

単　　　　　　 収 仕才） 5 4 8　　　　　　　 5 0 3　　　　　　　 5 2 9　　　　　　　 53 2 5 5 6

種　　 苗　　 費 1，6 5 2　　　　　 1．78 5　　　　　 1．0 4 3　　　　　 1，52 4 3 ．0 4 1

肥　　 料　　 費 1 3，19 8　　　　 1 2，4 8 5　　　　　 13，6 0 9　　　　 10．43 0 16 ．9 9 1

費　 農　 業　 薬　 剤　 費 4．8 9 8　　　　　　 7，77 1　　　　　 5，0 2 3　　　　　　 5，3 28 6 ，2 5 9

光　 熱　 動　 力　 費 2，9 3 5　　　　　 8，85 2　　　　　 6 J 8 8　　　　　 1，04 8 3，4 3 4

諸　 材　 料　 費 1，5 0 3　　　　　　 4．38 9 3，3 5 1

賃　 料　 料　 金 3．18 2　　　　　　 2．4 10　　　　　 2 9．50 5 10，3 15

建 物 ・土 地 改 良 費 6，10 7　　　　　 3．73 2　　　　　 1，4 6 2　　　　　 1．00 5 3，4 6 8

水　　 利　　 費 1．74 6　　　　　　 4，7 55　　　　　　 2．5 4 1　　　　　 2，3 7 7 6．10 8

用　 農 機 具 償 却 費 2 2，9 10　　　　　 2 7．3 38　　　　　 3 7．75 5　　　　　 2 4，8 4 5 3 7．2 7 7

労　　 働　　 費 2 5．60 7　　　　　 3 1．0 46　　　　　 5 1．8 5 8　　　　　 6 4，1 5 6 5 3．8 26

費　 用　 合　 計 8 0．5 84　　　　 10 5，3 08　　　　 12 1，88 9　　　　 14 0．2 1 7 14 4．0 70

粗　 主 産 物 収 入 16 8，2 98　　　　 16 0，3 6 5　　　　 16 9，55 8　　　　 16 7．7 6 0 17 3，4 9 9

収　 副　 産　 物　 収　 入 1．4 13　　　　　 2，6 9 1　　　　 1，63 3　　　　　　 9 8 0 7，9 0 3

益　　　 計 16 8．7 1 1　　　 16 3，0 5 6　　　　 17 1．1 9 1　　　 16 8．7 4 0 1 8 1，4 0 2

一　 次　 生　 産　 費 7 9．1 7 1　　　 10 2，6 17　　　　 12 0．2 6 5　　　　 1 39，2 8 4 1 36．16 7

10　〟　 当 た　 り　 所 得 1 13．9 5 2　　　　　 88 ．7 9 4　　　　 10 1．16 0　　　　　 9 2，6 7 9 90，6 14

1 時 間 当 た り 所 得 3，8 1 1　　　　　 2 ．4 5 9　　　　　 1．6 7 7　　　　　 1，2 4 2 1，3 5 3

資　　 本　　 利　　 子 7，1 7 5　　　　　 5 ，5 8 2　　　　　　 4．0 9 1　　　　　 2，8 5 9 6，9 3 3

地　　　　　　　　 代 29．0 0 0　　　　　 29 ，0 0 0　　　　　 29，0 0 0　　　　　 2 9．0 0 0 3 3．15 0

二　 次　 生　 産　 費 1 15，3 4 6　　　　 1 3 7，19 9　　　　 1 53，2 8 4　　　　 1 7 1．14 3 1 7 6．3 10

土　 地　 純　 収　 益 83．3 6 5　　　　　 54 ，8 57　　　　　 4 6，8 5 3　　　　　 2 6，5 9 7 3 8．24 2

投　 下　 労　 働　 時　 間 2 9．9　　　　　　　 3 6．1　　　　　　 6 0．3　　　　　　　 7 4．6 6 7．0

注．A農家は61年度，8－D農家は59年度，県平均は60年調査結果

45％として経営の中心においている。育苗は中苗方式で，

播推量90－100g／箱である。耕起は春耕が主体で4／22－

5／7の期間に行い，トラクター大小2台を用いている。

代掻きは5／5－5／16の期間にトラクター2台により行

われている。田植は5／16－5／31の期間に，雇用を1人

加えて行っており，乗用8条側条施肥田植機と240箱積載

可能なトレーラを使用し，収穫は，4条刈りコンバイン2

台体系により行われ，収穫期間は9／28－10／29であり，

刈取りの遅れが見られる。

4　米　生　産　費

生産費は土地改良費を除くすべての生産費項目でB－D

農家及び県平均より低く，10〃当たり一次生産費は79，171

円と県平均13も167円の58％である（表2）。

10α当たり所得は113．952円と県平均の1．25倍であった。

更に，1時間当たり所得では3．811と県平均の2．8倍とな

る。また，2次生産費は県平均の65％である。

以上の結果，A農家の10〃当たり土地純収益は83．365円

と県平均38，242円の2．2倍となり，極めて高い。

5　経営展開の課題

土地純収益は10α当たり83，365円と非常に高いが，農地

取得や機械施設の各種償還金48．3千円を除くと約35千円が

残り，これに償還金で充当されていると仮定して農機具償

却費22，9千円を加えると約58千円が支払い可能地代となる。

投資限界を検討すると，家計費を稲作部門から500万円

確保した場合，物財費と家計仕向額を合わせた額は71，713

円で，資本収益は97，998円となり，償還金を控除すると46，

920円が残り，利子率5％で計算すると機械施設投資可能

額は10〃当たり389，717円となり，現状の259，270円の投

資額はこの67％である。逆に粗収入の必要な水準を投資限

界から計算すると154．000円となる。

投下労働面では，耕起・代掻き・田植作業が連続する5

月に労働ピークが形成され，4人の家族労働では14－15血

の規模が限界とみられる。当面，部分作業受託により作業

規模を拡大し，高速田植機等の実用化に応じて一貫体系と

しての規模を拡大する方向がよいと思われる0
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